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当社半導体事業の事業活動の一時凍結に関するお知らせ 

 
 

 当社は平成 23 年 1 月 27 日の取締役会において、半導体事業の新規営業活動を完全に休止し、事業活動を

一時凍結することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
  

記 
 
１．事業活動の一時凍結の理由 
  当社は近年の世界経済の同時減速による国内需要の減退したことにより、国内半導体業界をはじめとす

る市場環境の変化や事業構造変革などから、当社の主力顧客の動向にも大きな影響を受け、国内総代理店契

約の終了等が重なり、半導体製造装置販売の低迷に伴う収益悪化が続きました。 
 また、これら以外にも半導体製造装置分野での有望な新商材の発掘に努め、販売活動の継続を模索してま

いりましたが、当初想定いたしました実績を築くまでには至らず、当面、当該事業分野での業績を改善する

ことが著しく困難であると判断いたしました。 
 このような状況に対処するため、平成 23 年 2 月末日をもって、当社は半導体事業の事業活動を一時凍結

することを本日開催の取締役会で決定いたしました。 
 なお、既存製品の顧客に対しての保守、サポートに関しましては、現在、移管先の選定、交渉を実施して

おります。 
 今後は、昨年９月から事業展開を開始いたしました、ＬＥＤ照明機器販売事業に経営資源を集中させて、

業績の向上に努めて参る所存であります。 
 
２．事業休止の概要 
（１）当社半導体事業の内容 
 当社は、①半導体製造装置メーカーとの代理店契約に基づいた新品装置の販売、②中古半導体製造装置を

査定して買取り、リファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の生産ラインに合わせて据付け調整、

動作確認、立上げまで実施して通常 3 ヶ月間の品質保証付きで納入するリファブ装置の販売、③半導体装置

のリファービッシュ（修理・再生）・据付け・保守など技術サービス及び補修部品の販売、デバイスの試作

や設計等に係るソフトウェアの販売・保守・アプリケーションサポートを行ってまいりました。 



 

 

（２）当社半導体事業の経営成績 
平成 22 年 6 月期                               （単位：百万円） 
 半導体事業（a） 全社（ｂ） 比率（ａ／ｂ） 
売上高 1,213 1,213 100.00％ 
経常利益 △408 △408 100.00％ 
 
平成 23 年 6 月期第 1 四半期実績                        （単位：百万円） 
 半導体事業（a） 全社（ｂ） 比率（ａ／ｂ） 
売上高 43 80 53.75％ 
経常利益 △3 △58 5.17％ 
 
平成 23 年 6 月期見込み                            （単位：百万円） 
 半導体事業（a） 全社（ｂ） 比率（ａ／ｂ） 
売上高 66 603 10.94％ 
経常利益 △22 △156 14.10％ 
 
（３）当社半導体事業部門に属する従業員および資産等の取扱い 
 当社半導体事業部門に属する従業員は、近２年間の各プロダクトが終了していく中、その大半が退職して

おり、現在在籍する 2 名に関しましても 2 月末で退職の予定であります。 
 また、同事業の休止に伴い関連施設等の資産は、他部門に転用できるものを除き、除却する予定でありま

す。 
 
３．事業休止の日程 
 平成 23 年 1 月 27 日  取締役会決議 
 平成 23 年 2 月 28 日  事業活動の一時凍結（予定） 
 
４．事業活動の一時凍結に伴う当社業績への影響 
 現時点の見通しでは、半導体事業での売上は保守サービス関連のみが見込まれていることから、事業活動

の一時凍結により、平成 23 年 6 月期決算において事業整理損として特別損失 8 百万円を計上する予定であ

りますが、今期業績には大きな影響は生じない見通しであります。なお、今期業績については、本日修正発

表している「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。 
また、平成 23 年 6 月期以降、当社半導体事業に係る売上高は減少いたしますが、当社の利益に対するマ

イナスの影響はなく、むしろ今後成長が見込まれますＬＥＤ照明機器販売事業を始め、その他の事業に経営

資源を集中させることにより、業績向上に繋がるものと考えております。今後の展開につきましては、本日

発表の「経営改善計画」をご参照下さい。 
  
 
                                             以上 
 


